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 (3) 辺野古地先水面作業ヤード 

本作業ヤードは、護岸用小型ブロックの製作及び仮置きをする目的として、辺

野古地先水面に辺野古漁港を挟む形で計画しています。 

ブロック製作ヤードにおいては、代替施設護岸工事に必要な護岸用ブロックを

代替施設の埋立てに先行して製作することから、代替施設の埋立地そのものの使

用は困難であり、本ヤードを計画するものです。 

ヤードの必要面積は、ブロック等の製作個数を勘案して、必要最小限として計

画するほか、広い面積を必要とする時期には、キャンプ・シュワブ敷地内の作業

ヤードと同時利用することにより、最大限の縮小を図っています。また、環境へ

の影響を低減するため、埋立面積の縮小を念頭に、既設用地の利用も含め、施工

計画を踏まえ検討した結果（2.4.2(2)参照）、配置は図-2.3.1.2に示すとおりと

なり、その面積は約 7ha（既存陸地を除く埋立地は約 5ha）となります。 

なお、作業ヤードとして使用が終了した後については、名護市が有効に活用す

ることも含め、今後検討します。 

 

 

図-2.3.1.2 辺野古地先水面の作業ヤード平面図 
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 (4) 海上ヤード 

製作済みケーソンを仮置きする目的として、大浦湾中央海域付近の海底に海上

ヤードを計画しています。 

海上ヤードは、施工計画を踏まえ検討した結果(2.4.2(3)参照)、約 3ha の面積

を必要とし、またその配置は、埋立予定地では作業船の航行が多く、作業時のア

ンカー配置及び埋立材の揚土バースとしての使用により作業が輻輳することから

困難であり、大浦湾内に計画するものです。具体的な位置については、環境調査

において当該海域に生息が確認された塊状ハマサンゴ属群生やユビエダハマサン

ゴ群生への影響を考慮し、塊状ハマサンゴ属群生から出来る限り離すこととし、

海底地形等を踏まえつつ検討した結果、これから約 300ｍ離れた図-2.3.1.3に示

す砂泥質海底上の深さの異なる 3箇所に設置することとしました。 

海上ヤードの施工前には、底生生物等の生息確認を行い、重要な種やサンゴ類

が確認された場合には移植することとします。また、海上ヤードの存在により、

当該区域に生息するウミヒルモ等の生息・生育域が消失するほか、ヤード周辺の

流れに影響が及ぼされることから、基本的に埋立工事の竣工後に撤去することと

します。 

海上ヤード撤去後は、周辺の海底の状況は平坦な砂質であることから、外力（流

れ・波浪）が設置前の状況に戻れば、特段の対策を執らなくても、原状の環境に

回復するものと想定していますが、跡地及び周辺の海域生物の生息状況等につい

て事後調査を実施し、その状況を踏まえ、必要に応じ対策を検討し講じることと

します。 

なお、海上ヤードは上記のように深さの異なる 3箇所の自然石の捨石を積み重

ねたマウンドで構成されており、捨石表面に新たな付着生物の定着や、捨石間の

空隙に生物が生息することも考えられます。さらに、生態系の豊かな大浦湾にお

いて、ヤードの設置に伴う環境へのインパクトに加え、撤去に伴う環境へのイン

パクトを与えることが適切か否かについても考慮する必要があります。 

このことから、海上ヤードについては、基本的に撤去することとしているもの

の、ヤード周辺域の生物の生息状況、3 箇所それぞれの捨石マウンドに着生、蝟

集する生物の生息状況を事後調査するとともに、その結果とヤードの撤去に伴う

環境へのインパクトを総合的に検討し、撤去するのか生物の生息場として存置す

るのかを専門家の意見、助言を踏まえて改めて判断することとします。 
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図-2.3.1.3 海上ヤード位置図 

注）当初の   で示した位置から   で示した位置とすることにより、

塊状ハマサンゴ属群生への影響を回避しました。 

 

 

ユビエダハマサンゴ群生 

塊状ハマサンゴ属群生 

海上ヤード設置位置の海底面 
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2.3.2 埋立土砂 

 (1) 埋立土砂発生区域の選定理由 

当該事業は、土量約 2,100 万 m3（辺野古地先水面作業ヤード埋立土量約 20 万

m3含む）の埋立てを計画していますが、少なくとも概ね 200 万 m3について、辺野

古ダム周辺の埋立土砂発生区域から採取する計画としています。 

埋立土砂を採取する区域を必要とする理由としては、普天間飛行場の移設・返

還を一日でも早く実現するためには、代替施設の規模を踏まえ、大量・急速な埋

立工事を行うことが必要となりますが、飛行場支援施設及び燃料施設を含む地区

（図-2.3.2.1における着色部）の埋立工事については、飛行場施設の建設も含め

た全体工程を検討した結果、出来るだけ早期に着手しなければならないと判断し

ており、護岸工事開始後、概ね 12 ヶ月以降に埋立てを開始することと想定してい

るところです。 

これを踏まえ、埋立計画を検討するにあたって、全量を海上から搬入する購入

土砂とした場合には、土砂の調達が土砂供給者の事情や海象条件等に左右される

おそれがあり、事業者として必要な量の土砂を必要な時期に確実、かつ、安定的

に調達できる手段を確保する必要があるため、埋立ての初期の段階において事業

実施区域の近傍にあり、一般の交通に出来るだけ影響を与えない辺野古ダム周辺

から採取するとしたところです。 
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図-2.3.2.1 ダム周辺切土投入位置 

 




